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研究成果の概要（和文）：本研究では、まず海外子会社における人材配置について、先行研究レビューおよび企業のマ
ネジャーへのインタビューを行った。その後、2001-2002年に中国に進出した日本企業の海外子会社に注目し、人材配
置（本国からの社員派遣／現地人材の活用）と海外子会社の生存（事業継続）との関係について分析を行った。383社
の海外子会社をサンプルとした分析の結果、それらの関係が、配置される人材のポジション（トップマネジメント／従
業員）および海外子会社の事業内容（製造機能の有無）によって異なるということが示された。これらの分析結果は、
人材の現地化を選択的に行うことの重要性を示唆している。

研究成果の概要（英文）：In this study, we reviewed previous research on staff deployment at foreign subsid
iaries and gathered qualitative information through interviews with managers of MNCs. Then, focusing on th
e foreign subsidiaries of Japanese MNCs in China, the relationship between the expatriation/localization a
nd the survival of the foreign subsidiaries was analyzed. Our results of the analysis based on the sample 
of 383 subsidiaries of Japanese MNCs in China showed that the effect of staff localization on the survival
 of a foreign subsidiary varied with the staff position and the business purpose of a subsidiary. Specific
ally, while there was no relationship between the top management localization and the subsidiary survival,
 the employee localization affected positively on the survival of manufacturing subsidiaries and negativel
y on the survival of the other subsidiaries. Those results imply that selective use of the staff localizat
ion is important for multinational companies.
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) 先行研究では、海外子会社における人材
配置に関して、海外派遣社員と現地人材のそ
れぞれを活用することのさまざまなメリッ
トやデメリットが挙げられており、海外子会
社において実際にどちらを重視して活用す
べきか、という問題については、必ずしも主
張が一致していない。 
 
(2) 海外子会社における人材配置とパフォー
マンスとの関係をデータによって実証的に
分析した研究は少なく、さらにそれらの先行
研究の分析結果も必ずしも一致していない。 
 
(3) 1995-1996 年の対中投資ブーム時に中国
へ進出した日本企業の海外子会社を対象と
して、海外子会社トップの人材配置と海外子
会社の生存率（事業継続）との関係を実証的
に分析した結果として、トップマネジメント
人材の現地化は必ずしも海外子会社のパフ
ォーマンス（生存率）を高めるものではなく、
現地化が有効になる場合とならない場合が
あるということが明らかになっている。 
 
 
２．研究の目的 
(1) 上記(3)の研究によって、1990年代後半の
中国における日本企業の海外子会社におい
て、トップマネジメント人材の現地化がどの
ような場合に海外子会社のパフォーマンス
に結びつくのかということは明らかになっ
ている。しかし、WTOに加盟した 2001年以
降の中国においては、日本企業にとっても中
国における制度環境や事業環境が大きく変
化したと考えられるため、人材の現地化と海
外子会社のパフォーマンスとの関係も変化
している可能性がある。また、海外子会社に
おける人材配置を考える際、トップマネジメ
ントだけに注目するのではなく、当然ながら
他の従業員の人材配置についても検討する
必要がある。 
 
(2) したがって本研究では、中国が WTO に
加盟した 2001 年以降に当地へ進出した日本
企業の海外子会社に注目し、トップマネジメ
ントおよび他の従業員の人材配置と海外子
会社のパフォーマンスとの関係を明らかに
することを目的とする。 
 
 
３．研究の方法 
(1) 海外子会社における人材配置の問題、お
よび中国における事業環境の変化について、
関連文献および最新の先行研究を収集・調査
した。さらに、実際に中国および他の国にお
いて海外子会社を経営しているマネジャー
や中国において日本企業を支援している商
社のマネジャー等にインタビュー調査を行
った。 

 
(2) 上記の調査に基づいて、海外子会社にお
ける人材現地化のメリットおよびデメリッ
トを整理したうえで、海外子会社における人
材配置とパフォーマンスとの関係について
仮説および分析モデルを構築し、分析に必要
な変数を特定した。その後、東洋経済新報社
の「海外進出企業総覧」および各社の有価証
券報告書から、2001 年から 2002 年に中国へ
進出した日本企業の海外子会社、およびその
親会社に関するデータを抽出し、海外子会社
532 社のデータベースを作成した。 
 
(3) データベースに含まれる532社の海外子
会社について集計レベルの分析を行ったう
えで、そのうち分析モデルの検証に必要なす
べての変数についての情報が得られた383社
をサンプルとして、それらの海外子会社にお
ける人材配置が中国進出後の生存時間（事業
継続年数）に与える影響を分析した。分析方
法としては、主に生存時間解析を用い、生存
率曲線の比較、および Cox 比例ハザードモデ
ルによる因果関係の分析を行った。 
 
 
４．研究成果 

 
(1) 383 社すべての海外子会社をサンプルと
して分析した結果（Model 1）では、トップ
マネジメントの現地化、および従業員の現地
化は、いずれも海外子会社の生存率に有意な
影響を与えないということが示された。これ
はすなわち、中国における日本企業の海外子
会社では、人材の現地化（トップマネジメン
ト／従業員）が常に海外子会社のパフォーマ
ンスを高めるとは言えないということを示
している。 
 
(2) 海外子会社を事業内容（製造機能の有
無）で分割して分析を行った（Model 2 およ
び Model 3）ところ、ここでもトップマネジ
メント人材の現地化は海外子会社の生存率
に対して有意な影響を示さなかった。先行研
究においても、実際の海外子会社マネジャー
等へのインタビュー調査においても、日本企
業は他国の企業よりも海外子会社を強くコ
ントロールしようとする傾向があるという
ことが指摘されている。また、海外子会社ト
ップに現地の人材を配置したとしても、時に



それは形式的なものに過ぎず、実質的には本
国親会社から派遣された他のマネジャーが
海外子会社をコントロールしているとの指
摘も、インタビュー調査で得られた。以上の
ような理由から、とりわけ日本企業の海外子
会社は十分な自律性を与えられておらず、し
たがって今回の分析において、海外子会社に
おけるトップマネジメント人材の配置（本国
からの派遣／現地人材の活用）がパフォーマ
ンスに対して有意な影響を示さなかったと
考えることも可能である。 
 
(3) しかし一方で、従業員の現地化は、製造
機能を有する海外子会社（Model 2）および
製造機能を持たない海外子会社（Model 3）
を対象とした分析において、海外子会社の生
存率に対して有意な、ただしそれぞれ異なる
影響を示した。具体的には、製造機能を有す
る海外子会社の場合、従業員の現地化が海外
子会社の生存率に正の有意な影響を与えて
いた。対照的に、製造機能を持たない海外子
会社の場合、従業員の現地化は海外子会社の
生存率に負の有意な影響を与えていた。また、
これら従業員の現地化と海外子会社の事業
内容との相互作用が有意であることについ
ては、Model 4 で確認することができた。 
 
(4) 製造機能を有する海外子会社において、
従業員の現地化が海外子会社の生存率に正
の有意な影響を示したが、これは、製造機能
を有する海外子会社において人件費を削減
し、かつ現地従業員のモチベーションを高め
ることが非常に重要であり、とりわけ中国に
おいて製造活動を行う企業は、それが効率的
に（低コストで）行われることを期待するで
あろう。そしてその効率性は、積極的な登用
によってモチベーションが高められた現地
従業員によって達成されると考えられる。 
 
(5) 製造機能を持たない海外子会社におい
て、従業員の現地化が海外子会社の生存率に
負の有意な影響を示したが、これは、本研究
の分析対象となった海外子会社のうち製造
機能を持たない海外子会社の多くが、現地で
の販売活動を目的としていることを反映し
ているかもしれない。日本企業の製品を中国
で販売しようとする海外子会社にとっては、
そのブランド資産を効率的に現地へ移転し、
活用し、保護することが必要である。そして
それらは、本国親会社での経験を通じてその
ブランド資産の本質的な価値を理解してい
る海外派遣社員によって達成されるとも考
えられる。 
 
(6) 以上の分析結果から、日本企業は少なく
とも中国の海外子会社において、まず形式的
なトップマネジメントの現地化ではなく、実
質的な権限の委譲によって経営の自律性を
高めることが必要だと考えられる。また、従
業員の現地化についても、ただ盲目的に進め

るのではなく、海外子会社の事業内容や本国
親会社から移転すべき資産を見極めた上で、
客観的かつ選択的に進める必要がある。 
 
(7) 中国以外の国の海外子会社における人
材配置とパフォーマンスとの関係について
は、依然としてデータベースを構築中であり、
統計的分析を行うために必要なデータセッ
トが揃っていない。しかし、米国およびタイ
における複数の日本企業の海外子会社のマ
ネジャーには既にインタビューを行ってお
り、それに基づいて分析を進めていく予定で
ある。 
 
(8) 以上の研究成果については、海外の学会
（ABRI）において発表し、参加者との議論を
反映させた上で、ディスカッションペーパー
として公開、および海外学会誌に投稿してい
る（査読中）。 
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